
官庁営繕事業

・敷地：

・構造：　

平成 23 年度 平成 28 年度事業採択 完了

コスト縮減や代替案
立案等の可能性

　本事業の実施に合理性があり、「コスト縮減や新たな代替案立案の可能性」の観点から現時点で事業の見直
しの必要性は認められない。

対応方針理由
　社会経済情勢等の変化はあるが、本事業の必要性等については評価基準以上の評点となっている。また、今
後の事業進捗も見込まれることから、本計画を継続することが妥当であると認められる。

　平成２３年度工事着手
　本体工事中

対応方針 　継続

事業の進捗の見込み 　平成２８年度完成予定

平成２７年度

事業名 （箇所名）
事業
主体

国土交通省

関東地方整備局
平塚税務署

担当課 官庁営繕部計画課

担当課長名 住田　浩典

再評価

実施箇所

事業諸元

16,411 ㎡

鉄骨鉄筋コンクリート造　地上８階 地下２階

・規模：

神奈川県平塚市浅間町168-1

その他

事業期間

該当基準

15

36,371 ㎡（うち平塚税務署分4,203㎡）

事業採択後長期間（５年間）が経過した時点で継続中の事業

　 平塚税務署庁舎は、昭和44年築で経年による老朽化が進んでいることに加え、耐震性能が不足している。
また、業務量の増加やそれに伴う職員数の増加等により庁舎の狭あい化が進行しており、利用者にも不便を強
いる状況となっている。
　このため、早急に新たな庁舎を整備する必要があることから、平塚市との合意に基づき、市役所の建て替え計
画に合わせ、平塚税務署庁舎を一体的に整備するものである。

　東日本大震災からの復興への着実な取組み及び防災・減災の取組みを進めると共に、財政健全化を図るた
め、歳出全般の更なる点検が必要とされている。

　｢事業計画の合理性｣及び｢事業計画の効果｣の評価結果から本事業の効果が認められる。

＜第三者委員会の意見・反映内容＞
　事業継続として了承された。

社会経済情勢等の変
化

事業の効果等

事業の進捗状況

総事業費 （億円）

目的・必要性



施設名： 事業場所：

概要図
(位置図)

神奈川県平塚市浅間町168-1平塚税務署

平塚税務署建設予定

ＪＲ 平塚駅

（現 平塚税務署）


